














































いた関係で、ほぼ法科大学院の全容の策定に関わった。その原案に盛り込まれた法科大学院の科目設 おける右にいう「法律情報に関する基礎的教育」については、教育内容もさることもさるこ ながら、そこに機能するサブジェクト・ライブラリアンとして ロー・ライブラリア
ン３
のイメージといったものを当時考えていたことが




















































































当然のことながら、情報環境の整備された今日にあって、学生の学ぶ意欲に対する受皿は、日常的な授業の充実においてほかにない。このことに連動して、このたび 図書館のＮＥＸＴ一二五に向けた学習支援へ 取組みの柱として、①学習支援連携委員会 立ち上げ、②スチューデント・コモンズの開設、③これらをスタッフと 支えるリエゾン・ライブラリアン設置を掲げ が、これは、図書館としての図書館情報リテラシー教育を充実させる方向性を示した提言である。
　①は、図書館が主体になって図書館情報リテラシー教
育に関わる講座 全学的なものとして設置したいとの強い所信の表明である。この学習支援連携委員会は、図書館情報リテラシー教育に関わる講座の企画 立案、教材の開発を中核として、各学術院における助手や博士後期
課程学生の協力を得て、同講座におけるソフトの構築を目的としている。さらにはこれを図書館員との連携 もとに単位化された常設の講座として全学的に開設しようとするものである。② スチューデント・コモンズは、この図書館情報リテラシーをより実践的なものにするために、若手研究者と図書館員がＭＮＣはじめ他機関の協力のもとに常駐 場所を意味し、学生が日常 学習に利用することができる開放された空間 意味す
る９
。設












かつ、法科大学院教育において「法律情報に関する基礎的教育」について指導的な役割を果たしているスタッフをいうこととする。日本では、ロー・ライブラリアンの確定的な定義がなされていないため 筆者が理解するところ 従いこのような意味としてのスタッフと考えることとす 。なお、ロー・ライブラリアン 役割につき、中網栄美子「ロー・ライブラリアン─主題専門家としての役割」図書館雑誌一〇二巻四号二三〇頁（二〇〇八年） 。
（４） 　このような図書館施策の方向性につき、①拙稿「二〇〇
七年度図書館年報にあたって」早稲田大学図書館年報二〇〇七年度一頁（二〇〇八年） 、②インタビュー「図書館員が教育現場に出る時代に」日本経済研究センター会報ＪＣＥＲ九七一号四頁（二〇 八年） 。
（
5） 　法科大学院における教育内容・方法に関する研究会（磯村保＝大村敦志＝加藤哲夫＝山本和彦＝酒巻匡＝井田良＝大澤裕） 「法科大学院における教育内容・方法（民事法・刑事法）のあり方について【モデル案】 」五頁（二〇〇一年四月） 。
（









米丸耕治『法律学のためのインターネット』 （一九九六年・日本評論社）を嚆矢として、その後も加賀山茂＝松浦好治編『法情報学入門〔第二版〕補訂版』 （二〇〇六年・有斐閣） 、いしかわまりこ＝藤井康子＝村井のり子・指宿信＝井田良＝夏井高人＝山野目章夫監修『リーガルリサーチ〔第三版〕 』 （二〇〇八年・日本評論社）など 質 高い文献がみられる。とりわけ、最後の文献の執筆者には、ロー ライブラリアンが含まれている。
（




10） 　米国ワシントン大学図書館は、一七〇分野につき一四〇人程の専門家であるサブジェクト・ライブラリアンを擁し、学習支援にあたっ い 。筆者は、本年一月二六日に同大学図書館を視察し、ラーニング コモンズを介した図書館員の活動ぶりに接した。
 
（かとう 　てつお 　図書館長・大学院法務研究科教授） 　
